
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



はじめに 
 

 三郷市の水道は、昭和３１年に彦成簡易水道が創設さ

れたことに始まります。その後、昭和４１年に給水区域

を現在の市内全域とする上水道事業を創設し、まもなく

通水５０周年を迎えようとしております。当初の計画給

水人口は４万人でしたが、人口増加に伴い４期にわたる

拡張事業を重ね、現在では給水人口が１３万８千人に迫

るなど、飛躍的な発展を遂げてまいりました。 

今日に至るまで効率的な事業運営に取り組んできてお

りますが、近年、人口減少社会の到来や、節水意識の向上等に伴う水需要の減少

など、水道事業を取り巻く環境は大きく変化しつつあります。また、東日本大震

災等の大規模災害を教訓とした施設の耐震化など、様々な課題への対応が求めら

れております。 

 このような中、平成２５年３月に厚生労働省が公表した「新水道ビジョン」を

受け、本市水道事業の５０年、１００年先の将来を見据え、「人を守り 未来へ

つなぐ みさとの水道」を基本理念とした「三郷市水道事業ビジョン」を策定し

ました。 

 今後は、「み
み

んなを守る水道」、「災
さ

害に強い水道」、「と
と

もに歩む水道」の３つの

理想像に基づく各種施策を実施し、より一層、市民の皆様から信頼され、ご満足

いただけるよう、質の高いサービスの提供に努めてまいりますので、引き続き、

皆様のご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、策定にあたり、ご審議をいただきました三郷市上水道運営委員会の皆

様、パブリック・コメントにおいて貴重なご意見をいただきました市民の皆様に

心から感謝申し上げます。 

 

平成２８年３月 

三郷市長  木津雅晟 
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１．水道事業ビジョン策定の背景 

本市の水道事業 ※は、昭和３０年代前半に３地区の簡易水道 ※が創設された

ことに始まります。その後、昭和４１年に市内全域を給水区域 ※とし、計画給水人

口※40,000 人、計画一日最大配水量※を 12,000ｍ3/日とする上水道事業※を

創設しました。現在は平成３年２月に第４期拡張事業として、計画給水人口を

142,000 人、計画一日最大配水量を 62,100ｍ3/日とした事業認可※を取得し、

今日まで市内全域への安定給水を続けています。 

平成１６年６月に厚生労働省は、水道関係者が共通して持つべき目標実現

のための施策を示した「水道ビジョン」を発表しました。これを受け、本市では平成

１９年３月に水道ビジョンの内容を踏まえて、「第２次三郷市水道事業基本計画

（改 定 版 ）」を策 定 し、計 画 給 水 人 口 132,200 人 、計 画 一 日 最大 配 水 量 を

47,850ｍ3/日として給水を行っています。 

しかし近年、水道事業を取り巻く環境は、東日本大震災の発生等により大きく

変わりつつあります。 

このような中、厚生労働省は平成２５年３月に、近年の水道事業の課題を踏

まえて、将来にわたって水道事業を維持していくために、水道事業の共通目標や

取り組むべき施策をまとめた「新水道ビジョン」を発表しました。この中で、水道の

理想像を実現するための「水道事業ビジョン」を各水道事業者で策定することを

推奨しています。 

 

これを受け、本 市では新たに策 定された「新 水道 ビジョン」の内容を踏まえて

「三郷市水道事業ビジョン」を策定することとしました。 

  

※印は用語解説に掲載している用語
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２．水道事業ビジョン策定の方針 

厚生労働省が策定した「新水道ビジョン」は、今後も全ての国民が水道の恩恵

を享受し続けていくために、５０年、１００年先の水道事業の理想像を明示して、

それを具現化する施策を掲示するものとしています。 

「三郷市水道事業ビジョン」では、本市水道事業の５０年、１００年先の将来を

見据えた理想像を定め、その実現のため中期的に実施していく施策・取組を体

系立てて取りまとめています。 

本 ビジョンの計画 期 間は平 成２８年 度から平 成４２年度 までの１５年 間としま

す。 

なお、計画期間中に水需要の動向や社会情勢の大きな変化が見られる場合

には、適切に計画の見直しを図ります。 

 

 

  

第２次 
三郷市水道事業

基本計画 
（改定版） 

三郷市水道事業ビジョン 

新水道ビジョン 

（厚生労働省） 

第４次 
三郷市 

総合計画 

策 定 

計画期間:平成２８年度～平成４２年度 
 （１５年間） 
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１．三郷市の沿革・地勢 

本市は、昭和３１年９月３０日に町村合併促進法により、東和村、彦成村、早

稲田村の３村が合併して三郷村が誕生し、その後、昭和３９年１０月１日に町制

を施行し三郷町となり、さらに、８年後の昭和４７年５月３日に県下３７番目の市

制施行により「三郷市」となりました。 

地勢としては、埼玉県の東南端に位置し、東に江戸川、西に中川、南に小合

溜井と水に囲まれた土地です。北は吉川市、西は草加市と八潮市、南は東京都

葛飾区、東は千葉県松戸市と流山市に接しています。東西５.６km、南北９.５km

の低平地でほとんど高低差はありません。 

市内には、鉄道駅としてＪＲ武蔵野線の三郷駅と新三郷駅、つくばエクスプレス

(ＴＸ)の三郷中央駅があり、自動車道としては三郷ジャンクションを中心に常磐自

動車道や首都高速道路、東京外環自動車道が通っています。都心から２０km

圏内という地理的条件に加え、このような交通の利便性の高さから、大規模な開

発が次々に行われてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

三郷市の沿革 

明治 

22 年 

５１村の合併で彦成村･早稲田村･ 

戸ヶ崎村･八木郷村の４箇村になる 

昭和 

18 年 

戸ヶ崎村と八木郷村が合併し、 

東和村になる 

昭和 

31 年 

東和村･彦成村･早稲田村が合併し、 

三郷村になる 

昭和 

39 年 
町制施行で三郷町に改称 

昭和 

42 年 

三郷町前間と吉川町三輪野江の 

境界を変更 

昭和 

47 年 
市制施行で三郷市に改称 

図 2-1.三郷市全域図
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２．水道事業の現況 

１）水道事業の沿革 

本市の水道事業は、昭和３１年６月に彦成地区、昭和３３年３月に東和地区、

昭和３３年９月に早稲田地区と、３地区の簡易水道が創設認可されたことにより

始まりました。 

その後、急激な人口の増加に対応するために、昭和４１年３月に行政区域全

域を給水区域として、計画給水人口 40,000 人、計画一日最大配水量 12,000

ｍ3/日とする上水道事業が創設されました。創設後も更なる人口の増加に対応

するために、第２期、第３期の拡張事業認可を取得し、現在は、平成３年２月５

日に第４期拡張事業の認可を受けて、計画給水人口 142,000 人、計画一日最

大配水量 62,100ｍ3/日として事業を行っています。 

表 2-1.水道事業の沿革 

給水人口
一人一日

最大配水量
一日最大
配水量

(人) (L/人) (ｍ3/日)

彦成地区 S31. 6.15 S31. 8 S32. 4 S41 5,000 150 750

東和地区 S33. 3. 9 S33.10 S34 .7 S43 5,000 150 750

早稲田地区 S33. 9. 4 S34.11 S35. 9 S44 5,000 150 750

第１期拡張 S41. 3.22 S41. 6 S45. 3 S45 40,000 300 12,000

第２期拡張 S46. 3.29 S46. 4 S51. 3 S50 100,000 380 38,000

第３期拡張 S53. 3.31 S53. 4 S61. 3 S60 131,000 420 55,000

第４期拡張 H 3. 2. 5 H 3. 4 H 8. 3 H7 142,000 437 62,100

136,840 351 48,010

計画規模

名 称

簡
易
水
道

上
水
道
事
業

平成26年度実績

認可
年月日

目標
年次

竣工
年月

起工
年月

 

 

図 2-2.給水人口・配水量の推移  
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２）水道施設の現況 

本市の水道事業は、江戸川を水源とする埼玉県営水道※（埼玉県企業局）の

新三郷浄水場からの浄水（以下「県水」とします。）受水と、８箇所の深井戸 ※か

ら取水する地下水を水源として、北部浄水場、北部第二配水場、中央浄水場

の３箇所から市内全域へ給水を行っています。 

 

図 2-3.本市の水道施設位置  

北部浄水場 

水源：地下水(４箇所) 

県水 

北部第二配水場 

水源：県水 

中央浄水場 

水源：地下水(４箇所) 

※印は用語解説に掲載している用語
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（１）北部浄水場 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 種　別 構造・方式

着水井※ １池 RC構造

塩素混和池※ １池 RC構造

ろ水ポンプ(塩素混和池内) ３台 水中ポンプ

ろ水機※ ２基 密閉式円筒立型

次亜塩素酸ナトリウム※貯槽 ２槽

次亜塩素酸ナトリウム注入ポンプ ４台

配水池 １池(２槽式)ステンレス鋼板製 Ｖ＝10,000m3

中継配水ポンプ井 １池 RC構造

配水ポンプ井 １池 RC構造

配水ポンプ ４台 水中ポンプ

緊急遮断弁※ ２基

電気施設 自家発電設備 １台　ガスタービン機関・交流発電機

浄水施設

配水施設

通水開始年 

昭和４７年 

・配水ポンプ井 

・配水ポンプ 

※印は用語解説に掲載している用語
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（２）北部第二配水場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 種　別 構造・方式

次亜塩素酸ナトリウム貯槽 ２槽

次亜塩素酸ナトリウム注入ポンプ ３台

配水池(１号、２号) ２池 PC構造 Ｖ＝10,000m3×2池
配水ポンプ井 鋼管 φ2,400

配水ポンプ ３台

緊急遮断弁 ２基

電気施設 自家発電設備 １台　ガスタービン機関・交流発電機

配水施設

  

通水開始年 

昭和６３年 

・次亜塩素酸ナトリウム貯槽  

・次亜塩素酸ナトリウム注入ポンプ 

・配水ポンプ井 

・配水ポンプ 

・自家発電設備  
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（３）中央浄水場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 種　別 構造・方式

着水井 １池 RC構造

塩素混和池 １池 RC構造

ろ水ポンプ(塩素混和池内) ３台

ろ水機 ２基 密閉式円筒立型

次亜塩素酸ナトリウム貯槽 ２槽

次亜塩素酸ナトリウム注入ポンプ ４台

配水池(No.1,No2) ２池 RC構造 Ｖ＝2,000m3×2池

配水ポンプ井 ２池 RC構造

配水ポンプ ５台

電気施設 自家発電設備 １台　ガスタービン機関・交流発電機

配水施設

浄水施設

 

  

通水開始年 

昭和４２年 
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（４）配水管路布設状況 

 

 

 

配水管路 

(口径 75mm～350mm)

 

基幹管路※  

(口径 400mm 以上) 

 

北部浄水場 
北部第二配水場

中央浄水場

※印は用語解説に掲載している用語
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第３章 

水道事業の現状と課題 
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１．給水人口・配水量の推移 

本市における、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間の給水人口の推

移を図３-１に、配水量の推移を図３-２にそれぞれ示します。給水人口は土地区

画整理事業などの大規模開発により増加し、平成２６年度末で 136,840 人とな

っています。配水量は、給水人口が増加しているものの、１人当たり配水量が減

少しているため、おおむね横ばいで推移しています。市内の配水量のうち、生活用

使用水量が約９割を占めています。 

 

図 3-1.給水人口・給水戸数の推移 

 

図 3-2.配水量の推移  
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平成１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

[戸][人]

[年度]

給水人口 給水戸数

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

平成１７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

[ｍ3/日]

[年度]

生活用 業務営業用 工場用 その他用 一日平均 一日最大
※

※印は用語解説に掲載している用語
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２．水源水量の状況 

本市では、県水と８箇所の深井戸を水源としています。第４期拡張認可計画と

実績の水源水量の比率は、以下のとおりになっています。 

一日最大配水量に対して確保している水源水量がどの程度の余裕があるかを

示す水源余裕率は約３０％であり、渇水や地震等の災害時においても、ある程度

の水量を確保できます。 

表 3-1.計画水源水量 

名 称 
第４期拡張認可 

（計画値） 
平成 26 年度 

実績値 

給水人口    142,000 人    136,840 人 

一日最大配水量     62,100 m3/日     48,010 m3/日

自
己
水
源 

北部系深井戸(４井)     10,600 m3/日      4,330 m3/日

中央系深井戸(４井)      5,748 m3/日      3,614 m3/日

取水量 計     16,348 m3/日      7,944 m3/日

浄水量     15,530 m3/日      7,788 m3/日

県水受水量     46,570 m3/日     34,711 m3/日

合 計     62,100 m3/日     42,499 m3/日

 

図 3-3.水源水量 

表 3-2.業務指標①（P27 参照） 

  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

北部系深井戸 中央系深井戸 県水

[ｍ3/日] 認可水量 平成26年度実績

 平成 24 年度 平成 25年度 平成 26 年度

水 源 利 用 率 68.0％ 68.0％ 68.4％ 

水 源 余 裕 率 31.3％ 31.3％ 29.3％ 
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３．水質の状況 

県水は、埼玉県企業局の新三郷浄水場で高度浄水処理 ※を行っているため、

とても良好な水質になっています。 

自己水源である深井戸から取水する地下水には、地質由来の成分として鉄

分、マンガン※が含まれています。このため、各浄水場でろ水機により鉄分、マンガ

ンを除去し、水質基準※を十分に満たす安全な水を供給しています。 

水質の管理については、水質検査計画 ※を毎年度策定し、計画的に水質検

査を行うとともに、市内４箇所に末端自動水質監視装置 ※を設置し、給水区域

末端の水質を常時監視しています。なお、水質検査の結果は毎月三郷市公式

サイトに掲載しています。 

  

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度

水 質 基 準

不 適 合 率
  0％   0％   0％ 

カ ビ 臭 か ら 見 た

お い し い 水 達 成 率
100％ 100％ 100％ 

※印は用語解説に掲載している用語

図 3-4.ろ水機（北部浄水場） 図 3-5.末端水質監視装置

表 3-3.業務指標②（P27 参照）
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４．水道施設・管路の状況 

１）水源・導水施設 

８箇所の深井戸については、井戸内部の点検調査を定期的に行っており、

また、取水ポンプを計画的に更新しています。 

水源である深井戸と浄水場を結ぶ導水管 ※については、おおむね耐震管 ※

への布設替えが完了しています。 

 

 

図 3-6.北部１号水源 

 

 

図 3-7.中央１号水源 

 

  
※印は用語解説に掲載している用語
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２）浄配水場施設 

北部浄水場及び北部第二配水場については、最近では平成２２年度に配

水池更新工事を行うなど、これまでの施設更新工事により配水施設は十分な

耐震性能を有しています。 

各浄配水場には自家発電設備を設置しており、停電時にも配水できるよう

になっています。 

 

  

 

一方で、北部浄水場 と中央浄水場の浄水施設は、構造物の耐震性能を

十分に有していない状況です。 

浄配水場の機械設備については、運転に支障がないよう、適切に維持管理

を行っています。また、全国的な設備の更新間隔を考慮して、計画的に更新

に取り組んでいます。 

 

表 3-4.業務指標③（P27 参照） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26年度

浄 水 施 設 耐 震 率    0％    0％    0％ 

配水池耐震施設率 88.2％ 88.2％ 88.2％ 

経 年 化 設 備 率 38.8％ 38.8％ 43.3％ 

 

  

図 3-8.北部第二配水場配水池  図 3-9.中央浄水場 
自家発電気室  
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３）管路 

本市に布設されている配水管※の総延長は、平成２６年度末時点で約５７０ 

ｋｍ、そのうち約１６０ｋｍが耐震管であり、管路の耐震化率は２８.１％となってい

ます。配水管の中には非耐震管や老朽管が残っており、順次布設替えを行っ

ているところです。 

本市の地形の特徴として、大場川、第二大場川、二郷半用水路、三郷放

水路といった河川や水路が市内を縦横断しているため、これらを横断する水管

橋 ※や橋梁添架管 ※が多くあります。水管橋や橋梁添架管は、風雪や紫外線

等で劣化しやすい環境にあるため、適切な維持管理が重要です。 

 

表 3-5.業務指標④（P27 参照） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度

経 年 化 管 路 率  7.3％  7.2％  7.4％ 

管 路 の 耐 震 化 率 23.0％ 25.3％ 28.1％ 

 

 

図 3-10.橋梁添架管（寄巻橋） 

  

※印は用語解説に掲載している用語



第 3 章 

水道事業の現状と課題 

( 20 ) 
 

 

５．災害対策の状況 

１）施設 

貯水機能としては、平成２２年度に更新した北部浄水場の配水池に、耐震

性のあるステンレス製配水池を採用しています。また、北部浄水場及び北部

第二配水場には緊急遮断弁（地震時に自動で閉止し、配水池内の水を確保

する設 備 ）を整 備 し、災 害 時 の応 急 給 水 活 動 に十 分 な水 量 を確保 していま

す。 

このほか災害に備えて飲料水を確保する設備として、ピアラシティ交流センタ

ーに耐震性貯水槽 ※が設置してあります。 

 

 

 

 

図 3-11.北部浄水場耐震性ステンレス配水池  

  

※印は用語解説に掲載している用語
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２）応急給水資機材 

応急給水 ※のための資機材として、給水車、給水タンク、消火栓を利用して

市民の皆様に給水できる応急給水栓などを備えています。 

また、災害時には「震災等給水活動マニュアル」に基づき、迅速な応急給

水活動が行えるよう、職員が訓練を行って応急給水体制の確立を図っていま

す。 

 

 

 

  

    図 3-１2.給水車     図 3-13.災害時用応急給水栓 

 

 

 

表 3-6.応急給水資機材 

 容量 数量 保管場所 

車載給水タンク 2,000L 2t 車１台

北部浄水場 

給 水 タ ン ク

1,500L １基

1,000L ７基

300L １基

応 急 給 水 栓 ― 10 基

組 み 立 て 水 槽 1,000L 25 基

ポ リ 容 器 18L 300 個

非常用飲料水袋 6L 10,000 枚

 

  
※印は用語解説に掲載している用語
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３）バックアップ体制 

災害等の非常時に備え、埼玉県営水道、東京都水道局三郷浄水場、本

市に隣接している八潮市及び吉川市と応援・応急給水の協定等を結んでいま

す。 

埼玉県営水道とは、県水送水管の空気弁を使用して応急給水を行うことが

できるよう、確認書を取り交わしています。 

東京都水道局とは、東京都水道局三郷浄水場内の一部区画を応急給水

区画として、本市への応急給水活動に使用できるよう、協定を結んでいます。 

八潮市及び吉川市とは、緊急時に相互に給水できる非常時連絡管をそれ

ぞれ２箇所ずつ設けています。 

  

図 3-1６.応援・応急給水体制図 3-15.東京都水道局 

三郷浄水場内の応急給水区画

図 3-14.埼玉県営水道 

空気弁を使用した応急給水 
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６．水道事業の運営状況 

1）財政状況 

水道事業の財政状況は、収入が支出を上回る決算を維持しています。しか

し、収入と支出の差は僅かで、将来に控えている施設更新のための財源を十

分に蓄えられない状態にあります。 

また、本市の水道料金は、平成５年から２０年以上実質的に据え置いており、

県内でも低い料金水準です。水道料金収入と給水に係る費用の比である料

金回収率は、100％を下回っており、給水に係る費用を料金収入だけでは賄

えない状態にあります。 

将来にわたって安定した水道事業を経営していけるよう、料金水準について

検討する必要があります。 

 

表 3-7.業務指標⑤（P27 参照） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度

料金回収率   97.5％  97.4％   92.7％ 

水道料金(月 10m3 使用時)   735 円   735 円   756 円 

水道料金(月 20m3 使用時) 2,047 円 2,047 円 2,106 円 

 

 

図 3-17 収益的収支（決算値）  

17

18

19

20

21

22

23

平成24 25 26

[億円]

[年度]

総収入 総支出

20億

2500

万

20億 19億

7800

万

19億

5700

万

20億

6300

万

22億

5700

万

0

※平成２６年度から新会計基準を適用したため、平成２６年度の実績は傾向が異なっている。

※平成２６年度から消費税率が改定されている。
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2）運営状況 

水道事業では、業務を効率的に行うために、水道施設の運転・管理と料金

徴 収 及 び検針 業 務 を民 間 に委 託 し、現 在 は２課 ５係 の体 制 で運営 していま

す。 

 

図 3-1８.三郷市水道部組織体制  

 

 

3）広報活動 

広報活動としては、年２回の広報誌「水道だより」の発行、ららほっとみさとな

どで展示会を行う「水道週間のＰＲ活動」、ダムなどの水道施設を見学する「親

子水道施設見学会」などを実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-1９.展示会での PR 活動    図３-２０.親子水道施設見学会

水道部 

業務課

総務係

料金係

給水係

施設課 施設係

工務係

水道料金や給水申込みに関す
る業務  

事業運営や財政に関する業務  

給水装置や給水工事に関する
業務  

水道施設や水質に関する業務  

配水管工事や道路漏水修理に
関する業務  
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７．水道に関連するその他の計画 

１）第４次三郷市総合計画（三郷市） 

本市では、平成２１年度に「第４次三郷市総合計画」を策定し、『きらりとひ

かる田園都市みさと～人にも企業にも選ばれる魅力的なまち～』の将来都市

像のもと、この実現を目指したまちづくりを進めています。 

なお、第４次三郷市総合計画の後期基本計画において、水道事業につい

ては、次のような目標値を定めています。 

表 3-8.第４次三郷市総合計画後期基本計画目標値 

項 目 平成 32 年度目標値 平成 26 年度実績値 

水道料金収納率  99.9％  98.3％ 

総 収 支 比 率 105.0％ 109.4％ 

管路の耐震化率  40.0％  28.1％ 

有 収 率  94.4％  93.1％ 

 

２）埼玉県水道整備基本構想（埼玉県） 

埼 玉 県 では平 成 ２２年 度 に

「埼 玉 県水 道 整備 基 本構 想」

を策 定 しています。その中 で、

水 道 事 業 としてかかわる短 期

的な施策は図３-２１のとおりで

す。 

 

３）埼玉県営水道長期ビジョン（埼玉県企業局） 

県 営 水 道では平 成 ２３年 度

に「埼玉県営水道長期ビジョン」

を策 定 しています。その中 で、

受 水 団 体 としてかかわる施 策

は図３-２２のとおりです。  

・石綿セメント管の早期解消 

・基幹構造物、基幹管路の耐震化 

・公民連携等による技術の継承 など  

・水源から給水栓までの統合的な水質管理 

・受水団体と連携した緊急時の体制強化 

 など  

図 3-21.埼玉県水道整備基本構想 

図 3-22.埼玉県営水道長期ビジョン 
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業務指標 

本ビジョンで扱う業務指標とは、日本水道協会が策定した水道事業ガイドラ

イン（JWWA Q 100）に示された業務指標のことをいいます。 

水道事業の施設整備状況や経営状況等、事業全体について状況や目標

の達成度を定量的に評価できる指標です。ただし、水道事業は各々の自然条

件、歴史、文化などが違うので、指標としての基準値は定めないものとされてい

ます。 

業務指標は合計で１３７項目ありますが、本市の水道事業の現状と課題を

評価する上で関係のある１２項目を掲載します。 

 

 

図 3-23.業務指標の項目数 
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表 3-9.業務指標一覧 

項 目 説 明 
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

全国 

中央値 

(平成 24 年度)

水 源 利 用 率

水 源 水 量 のうち、平 均

的 に使 用 している水 量

の割合 

 68.0％  68.0％  68.4％  56.2％ 

水 源 余 裕 率

水 源 水 量 の一 日 最 大

配 水 量 に 対 す る 余 裕

分の割合 

 31.3％  31.3％  29.3％  48.3％ 

水 質 基 準

不 適 合 率

給 水 栓 の水 質 が、国 で

定 めている水 質 基 準 に

違反した率 

   0％    0％    0％ ― 

カ ビ 臭 か ら 見 た

おいしい水 達 成 率

２種 類 のカビ臭 物 質 最

大 濃 度 の 水 質 基 準 に

対する割合 

 100％  100％  100％    90％ 

浄 水 施 設

耐 震 率

浄 水 施 設 のうち、高 度

な耐 震 化 がなされてい

る施設の割合 

   0％    0％    0％     0％ 

配 水 池

耐 震 施 設 率

配 水 池 のうち、高 度 な

耐 震 化 がなされている

施設の割合 

 88.2％  88.2％  88.2％  13.5％ 

経 年 化 設 備 率

法 定 耐 用 年 数 ※を超 え

た 電 気 機 械 設 備 の 割

合 

 38.8％  38.8％  43.3％  42.4％ 

経 年 化 管 路 率
法 定 の 耐 用 年 数 を 超

えた管路の割合 
  7.3％   7.2％   7.4％   2.9％ 

管 路 の 耐 震 化 率

耐 震 性 のある材 質 と継

手 （管 の接 続 部 ）により

構成された管路の割合

 23.0％  25.3％  28.1％   4.7％ 

料 金 回 収 率
給水に係る費 用を料金

収入で賄っている割合 
 97.5％  97.4％  92.7％ 100.4％ 

水 道 料 金

(月 10m3 使用時)

一 般 家 庭 (φ13)が１ヶ

月 に１０ｍ ３ 使 用 した時

の税込水道料金 

  735 円   735 円   756 円 1,396 円 

水 道 料 金

(月 20m3 使用時)

一 般 家 庭 (φ13)が１ヶ

月 に２０ｍ ３ 使 用 した時

の税込水道料金 

2,047 円 2,047 円 2,106 円 2,940 円 

 

 

  

 全国中央値：公益財団法人水道技術研究センターが集計した全国の業務指標算出結果の中
央値を載せています。 

 水道料金：水道料金自体は改定を行っておりませんが、平成２６年度から消費税率が改定され
たため、平成２６年度の水道料金が増えています。 

※印は用語解説に掲載している用語
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第４章 

水道事業の目指す理想像 



第 4 章 

水道事業の目指す理想像 

( 30 ) 
 

１．水道事業の理想像 

１）基本理念 

水道事業では、今後５０年、１００年先の未来までも、生活に欠かせない安

全な水道水を送りつづけ、水道を大切にする市民の意識、職員の知識を育み、

市民と協力して安定した水道事業を継続していけるように、基本理念を定めま

した。 

 

 

 
  

 

 

～手を取り合って 人を育み くらしをささえる～ 

基本理念 
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２）水道事業の目指す理想像 

基 本 理 念 に基 づき、厚 生 労 働 省 の「新 水 道 ビジョン」で掲 げている「安 全 」、

「強靭」、「持続」の３つの観点から、みんながいつも通りに使える安心安全な水道、

どんな災害が起きても給水を止めない水道、市民と地域に寄り添って成長してい

く水道を目指して、それぞれの理想像を定めました。 

 

強 靭 安 全  

持 続  

んなを守る水道 
安全

 

災害に強い水道 
強靭

もに歩む水道 
持続

み

さ

と

理 想 像 
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２．計画給水人口・配水量 

理想像を目指すにあたり、計画給水人口、計画一日最大配水量を推計し、

次のように設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1.推計給水人口・配水量 
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既認可給水人口

142,000人

既認可一日最大配水量

62,100m3/日

計画一日最大配水量

48,300m3/日

目標年度給水人口

141,600人

目標年度一日最大配水量

46,100m3/日

計画給水人口

143,300人

平成

    計画給水人口: 143,300 人 
    （目標年度値: 141,600 人） 

 計画一日最大配水量:  48,300ｍ3/日 
    （目標年度値:  46,100ｍ3/日）

計画値
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理想像実現のための施策 
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１．施策体系 

水道事業の理想像を実現するため、以下の施策に取り組んでいきます。 

 

図 5-1.水道事業が取り組んでいく施策の体系図 

持 続 

と も に
歩 む 水 道

組 織 力 の 強 化

お 客 様 サ ー ビ ス の 向 上

環 境 に 配 慮 し た 取 組

安 全 

み ん な を
守 る 水 道

安 全 な 水 道 シ ス テ ム の

維 持 ・ 構 築

危 機 管 理 体 制 の 強 化

強  靭  

災 害 に
強 い 水 道

応 急 給 水 対 策 の 推 進

水 道 施 設 の 強 靭 化

みんながいつも通りに使える

安心安全な水道を 

保っていきます 

どんな災害が起きても 

給水を止めない水道を 

目指していきます 

市民と地域に寄り添って 

成長していく水道を 

目指していきます 

理想像 施 策 
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２．具体的な事業 

１）安全な水道システムの維持・構築 

 

 

（１）水質管理体制の充実 

現在行っている水質監視体制を維持していくとともに、水安全計画 ※を活用

した水質管理体制の充実を図ります。 

水質の管理については、現状と同様に水質基準を満たした給水を継続して

いきます。また、残留塩素 ※濃度の管理については、配水管網の見直しによる

各家庭・事業所までの到達時間短縮と、浄配水場での塩素注入量減少によ

り、地区間における塩素濃度の平準化を目指します。 

また、水道システムの安全上、多系統の水源を確保しておくことが望ましい

ため、県水を主な水源としつつ、既存の８箇所の深井戸は今後も維持管理を

続け、水源として使用していきます。 

 

  

目標項目 平成 42 年度目標値 平成 26 年度実績値

水 質 基 準

不 適 合 率
0％ 0％ 

安全な水道システムの維持・構築 

（１）水質管理体制の充実 

（２）直結給水の拡大 

（３）施設規模の再構築 

表 5-1.目標値①（P47 参照） 

※印は用語解説に掲載している用語
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（２）直結給水の拡大 

水道水の安全性を高めるため、清掃などの管理が必要な小規模貯水槽水

道等は、直結給水※に切り替えるように働きかけていきます。 

現在、本市では３階建て以上の建物に対しても直結給水を行っています。

以前は３階建て以上の建物には受水槽を使用した給水しかできませんでした

が、衛生管理の問題から、３階建て以上の建物への直結直圧給水及び直結

増圧給水が認められるようになりました。このことにより、共同住宅、事務所等に

ついては、一定基準を満たしていれば、１５階程度まで直結増圧給水が可能と

なっています。 

 

図 5-２.直結給水と受水槽式 

 

直結直圧・増圧給水のメリット 

・配水管の水圧を有効利用(省エネルギー化) 

・水質の安全性向上（受水槽を介さないため） 

 

表 5-2.目標値②（P47 参照） 

目標項目 平成 42 年度目標値 平成 26 年度実績値

直結給水率 95.0％ 89.4％ 

  

1F

2F

3F

受水槽 ポンプ 

３階直結直圧式 受水槽式  

1F

2F

3F

4F

増圧
ポンプ

直結増圧式  

1F

2F

3F

4F

P P

※印は用語解説に掲載している用語
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（３）施設規模の再構築 

目標年度の計画配水量に合わせて、配水ポンプのダウンサイジングや配水

管口径の見直しなど施設の能力及び規模を適切に再構築していきます。 

なお、中央浄水場は老朽化が見られますが、自己水源を保有しているため、

適正な維持管理に努めるとともに、必要な整備を進めていきます。 

 

 

図 5-３.水道施設の位置図   
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２）危機管理体制の強化 

 

 

（１）施設のセキュリティ強化 

現在、各浄配水場及び水源の運転管理は民間に委託し、２４時間３６５日

常時監視を行っています。また、各浄配水場の防犯対策として、監視カメラの

設置や民間委託による監視を行っています。 

今後も監視体制を維持し、各施設の安全性を確保していきます。また、職

員の施設に対する危機管理意識をより一層向上させる

ため、研修・訓練等を実施していきます。 

 

（２）県との緊急時情報提供体制の強化 

本市の水道事業は、水源の約８割を県水としているため、県水に異常が発

生した場合、多大な影響を受ける可能性があります。 

緊急時に備えて埼玉県営水道との連絡体制や、情報提供体制の強化に

努めていきます。 

 

図 5-４.県との緊急時連絡体制   

危機管理体制の強化

（１）施設のセキュリティ強化 

（２）県との緊急時情報提供体制の強化 

三
郷
市
水
道
部 

庄 和 浄 水 場  

情  報  
・事 故 区 分 (水 質 , 渇 水 等 )  
・事 故 等 の内 容  
・発 生 時 刻  
・今 後 の見 通 し 
・断 減 水 の時 間  等  

①情 報 提 供

②問 い合 わせ

③回  答  

埼 玉 県  
水 道 企 画 課  
水 道 管 理 課  

連  絡  

連  絡  
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３）水道施設の強靭化 

 

 

（１）管路耐震化の推進 

今後も継続し、管路の耐震化を進めていきます。 

基幹管路は、優先度に応じて計画的に更新・耐震化を進めていきます。ま

た、避難所や病院など、地域防災計画に基づく重要給水施設 ※への配水管

路についても、順次、更新・耐震化していきます。 

また、老朽管の更新は、管路の耐震化につながるものです。現在、耐震性

が劣る石綿セメント管の更新を進めており、同時に早稲田地区の老朽管更新

にも取り組んでいます。 

   
重要給水施設 

① 彦糸小学校 

② 三愛会総合病院 

③ イムス三郷クリニック 

④ 瑞沼市民センター 

⑤ 丹後小学校 

⑥ みさと協立病院 

⑦ 彦成小学校 

⑧ 三郷市消防本部 

⑨ 三郷中央総合病院 

⑩ 栄中学校 

⑪ 前川中学校 

⑫ 鷹野小学校 

⑬ みさと健和クリニック 

⑭ みさと健和病院 

⑮ 吹上小学校 

⑯ 高州小学校 

水道施設の強靭化 

（１）管路耐震化の推進 

（２）浄配水場施設の耐震化 

図 5-5.重要給水施設位置図
※印は用語解説に掲載している用語
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市内に多く存在する水管橋や橋梁添架管についても、計画的に更新・耐震

化を進めていきます。 

 

 

（２）浄配水場施設の耐震化 

現在耐震化されていない北部浄水場の浄水施設と場内配管、北部第二

配水場の場内配管について耐震化を行います。 

表 5-3.目標値③（P47 参照） 

目標項目 平成 42 年度目標値 平成 26 年度実績値

管 路 の 耐 震 化 率 60.0％ 28.1％ 

浄 水 施 設

耐 震 率
64.8％    0％ 

  

耐震管：

非耐震管：

図 5-６. 

耐震化管路 

（平成 26 年度末時点）
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４）応急給水対策の推進 

 

 

（１）応急給水体制の充実 

災害時に迅速な応急給水活動が実施できるよう、職員による訓練を継続し

て実施していきます。また、災害発生時、行政の力には限りがあるため、地域

住民や町会、自治会などに働きかけ、市民協働の応急給水訓練を実施し、共

助と公助の力を向上させていきます。 

本市では地域防災計画を平成２７年に改訂しているため、それに合わせ、水

道部の危機管理マニュアルの見直しを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）応急給水資機材の維持管理 

北部浄水場に備えている応急給水に必要な資機材について、災害時にい

つでも使えるよう、適切な維持管理を続けていきます。 

また、より一 層の防 災 力 向 上につながる新 たな資 機

材の導入についても検討していきます。  

応急給水対策の推進 

（１）応急給水体制の充実 

（２）応急給水資機材の維持管理 

（３）バックアップ機能の強化 

図 5-７.災害時給水装置（北部浄水場） 図 5-８.給水活動体験
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（３）バックアップ機能の強化 

本市では、八潮市及び吉川市との連絡管と、東京都水道局三郷浄水場の

応急給水区画を使用した応援給水等が確保されていますが、非常時に備え

て一層のバックアップ体制を整えていきます。 

また、埼玉県営水道と埼玉県管工事組合連合会との応援給水協定では、

県と市町村と管工事組合の三者連携により応急給水を行うこととしており、本

市においても、三郷市指定管工事業協同組合との連携を強めていきます。 

 

 

 

 

図 5-９.応援・応急給水概要図 

  

三郷市 

吉川市  

八潮市  

埼玉県営水道  

東京都水道局  
三郷浄水場  

非常時連絡管 

口径 200 ㎜×２箇所

非常時連絡管  

口径 150 ㎜×２箇所  

県水送水管 

空気弁２箇所を使用した

応急給水  

応急給水区画  

（給水栓 10 門等）  

による応急給水  
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５）組織力の強化 

 

 

（１）組織体制の強化 

将来を見据えた水道事業を展開していくため、各業務に人員を適切に配置

し、効率的に業務を行えるよう組織・業務を見直し、水道事業の運営体制をよ

り強固にしていきます。 

また、組織体制の強化策として、埼玉県が目指している水道事業の広域化

について、今後も検討部会に参加し、情報収集に努めていきます。 

 

（２）人材育成と技術の継承 

水道事業の運営には専門的な技術や知識が必要であるため、水道のスペ

シャリストたる職員の育成に努めていきます。 

さらに、これまでに本市が蓄積してきた水道の技術及び各種データを継承し

ていくため、市内水道工事業者との合同研修など水道技術の研修を充実させ、

本市の水道を担う人材を育てていきます。 

 

 

    

目標項目 平成 42 年度目標値 平成 26 年度実績値

水 道 業 務

経 験 年 数 度
10.0 年/人 6.5 年/人 

組織力の強化 

（１）組織体制の強化 

（２）人材育成と技術の継承 

表 5-4.目標値④（P47 参照） 
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６）お客様サービスの向上 

 

 

（１）情報発信の充実 

水道に関する知識や水道サービスについての理解を深めてもらうため、ＰＲ

活動を継続して行うとともに、三郷市公式サイトへの掲載内容や、広報誌「水

道だより」などの内容を充実させていきます。 

 

（２）窓口の整理・統合 

水道に関する窓口を整理・統合したワンストップ化 ※の検討を含め、お客様と

のコミュニケーションをとりやすい窓口づくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）料金支払方法の拡大 

お客様の利便性を高めるために、水道料金のクレジットカードによる支払いな

ど様々な料金支払方法の導入について検討していきます。  

お客様サービスの向上

（１）情報発信の充実 

（２）窓口の整理・統合 

（３）料金支払方法の拡大 

※印は用語解説に掲載している用語

図 5-10.水道部窓口 
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７）環境に配慮した取組 

 

 

（１）省エネルギー機器の導入 

ポンプなどの設備更新時には、最新の機器を導入し、エネルギーの消費を

抑えていきます。 

（２）漏水調査の継続的実施 

水資源の有効利用のため、漏水調査を定期的に実施し、漏水の早期発見

に努めていきます。 

    

 

 

（３）太陽光発電・小水力発電等の導入検討 

水道施設は、取水や浄水・配水の過程で、機器を動か

すために常に電力を使用しています。 

環境への負荷を低減するために、水道施設の敷地及び

構 造 物 を利用 した太陽 光 パネルの設 置 や、県 水 の受 水

水圧を利用した小水力発電 ※など、費用対効果を踏まえ、

再生可能エネルギー設備の導入を検討していきます。  

環境に配慮した取組 

（１）省エネルギー機器の導入 

（２）漏水調査の継続的実施 

（３）太陽光発電・小水力発電等の導入検討 

※印は用語解説に掲載している用語

図 5-11.漏水調査（路面音聴） 図 5-12.漏水調査（戸別音聴）
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３．年次計画 

これらの施策・事業について、次のように実行していきます。 

施　策 具体的な施策
平成
28

年度
29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

平成
42

年度

安 全 な
水 道 シ ス テ ム
の 維 持 ・ 構 築

水 質 管 理 体 制
の 充 実

直 結 給 水
の 拡 大

施 設 規 模
の 再 構 築

危 機 管 理 体 制
の 強 化

施 設 の
セ キ ュ リ テ ィ 強 化

県 と の 緊 急 時
情 報 提 供 体 制
の 強 化

水 道 施 設
の 強 靭 化

管 路 耐 震 化
の 推 進

浄 配 水 場 施 設
の 耐 震 化

応 急 給 水 対 策
の 推 進

応 急 給 水 体 制
の 充 実

応 急 給 水 資 機 材
の 維 持 管 理

パ ッ ク ア ッ プ 機 能
の 強 化

漏 水 調 査 の
継 続 的 実 施

太 陽 光 発 電
小 水 力 発 電 等
の 導 入 検 討

組 織 力 の 強 化

組 織 体 制 の 強 化

人 材 育 成 と 技 術
の 継 承

お 客 様 サ ー ビ ス
の 向 上

情 報 発 信 の 充 実

窓口 の整 理・ 統合

料 金 支 払 方 法
の 拡 大

環 境 に 配 慮 し た
取 組

省エネルギー 機器
の 導 入

実施していきます。調査・検討

調査

セキュリティ面の強化を図っていきます。

実施していきます。

バックアップ機能の確認及び検討を行っていきます。

継続的に実施していきます。

より充実した情報を発信していきます。

継続的に実施していきます。

水需要に応じて検討していきます。

耐震化を実施していきます。

現在の体制を維持するとともに、更なる強化を検討していきます。

導入検討

随時、直結給水を推進していきます。

継続的に実施していきます。

継続的に実施していきます。

機器の更新に伴い実施していきます。

調査・検討 実施していきます。

調査・検討 実施していきます。

調査・検討 実施していきます。
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目 標 値 一 覧 

目標項目 
平成 42 年度 

目標値 

平成 26 年度 

実績値 

水 質 基 準 不 適 合 率 0％ 0％ 

水質基準に不適合だった 
項目の割合 

現状と同じ０％を維持していきます。 

直 結 給 水 率 95.0％ 89.4％ 

直結給水を行っている 
給水件数の割合 

「埼玉県水道整備基本構想」における直結給水率の目
標値９５％を本市でも目指していきます。 

管 路 の 耐 震 化 率 60.0％ 28.1％ 

耐震化されている 
管路の割合 

平成２６年度末管路 総 延長に対する平成４２年度まで
の管路更新計画総延長が３０％程度になることを考慮し
て、現状から３０％程度の向上を目指します。 

浄 水 施 設 耐 震 率 64.8％ 0％ 

耐震化されている 
浄水施設の浄水能力の割合

北部浄水場(浄水能力 10,070m3/日)と中央浄水場
(浄水能力 5,460m3/日)のうち、北部浄水場の耐震
化を行います。 

水道業務経験年数度 10.0 年/人 6.5 年/人 

職員の水道業務 
経験年数の平均 

水道の工事監督者資格である「１０年以上の実務経験
を有する者」を多くの職員が満たすことを目指します。 
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《あ行》 

一日最大配水量 

年間の１日当たりの配水量のうち、最大となった日の配水量をいいます。 

 

一日平均配水量 

年間の１日当たりの配水量のうち、平均の配水量をいいます。浄配水場から

１年間に配水された総量を、１年間の日数で割って算出します。 

 

塩素混和池 

自己水源から送られてきた水に次亜塩素酸等の薬品を加え、殺菌消毒や

不純物の酸化を行う浄水施設をいいます。 

 

応急給水 

災害等により配水が行えなくなった際の一時的な給水をいいます。 

 

《か行》 

簡易水道事業 

計画給水人口が５,０００人以下の規模で、水道によって水を供給する水道

事業のことをいいます。 

 

基幹管路 

水道事業にとって重要であると位置付けた管路をいい、本市水道事業では、

導水管と口径が４００ｍｍ以上の配水管を基幹管路としています。 
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給水区域 

当該水道事業者が厚生労働大臣等の認可を受け、一般の需要に応じて

給水を行うこととした区域をいいます。水道事業者は、この区域内において給

水義務を負います。 

 

給水人口 

給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口をいいます。給水

区域外からの通勤者等は給水人口には含まれません。 

 

橋梁添架管 

河川等を横断する道路橋の側面などに載せて河川等を横断する水道管路

をいいます。 

 

緊急遮断弁 

地震によって配水管が破断して多量の漏水が発生するような事態に備えて、

大きな地震等を感知すると自動的に配水池出口の弁を閉め、配水池の中に

浄水を確保するための設備です。 

 

計画一日最大配水量 

施設整備を行う際の基本となる一日最大給水量の計画値をいい、施設の

規模を決定する基準となる水量です。 

 

高度浄水処理 

通常の浄水処理では十分に対応できない物質の処理を目的として、通常の

浄水処理に追加して導入する浄水処理をいいます。 

本市に関係する高度浄水処理としては、県水の新三郷浄水場において行

っているオゾン処理と生物活性炭処理があります。 
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《さ行》 

埼玉県営水道 

埼玉県企業局が運営している水道用水供給事業のことをいいます。本市を

含めた埼玉県内の水道事業者に水道用水（浄水）を供給しています。 

 

残留塩素 

水中に残留している消毒効果を持った塩素のことをいいます。水質基準にお

いて最低限確保しなければならない濃度が決められています。 

 

次亜塩素酸ナトリウム (NaClO) 

殺菌消毒や不純物の酸化のために浄水処理に用いられる一般的な薬品で

す。本市はこの薬品を使用して浄水処理を行っています。 

 

事業認可 

水道事業の経営又は経営の変更をしようとする際に、厚生労働大臣から受

ける認可をいいます。なお、経営の変更とは、給水区域の拡張、給水人口、給

水量の増加及び水源種別、取水地点、浄水方法を変更することをいいます。 

 

重要給水施設 

地域防災計画等で定める災害時に拠点となる病院や避難所（学校等）のう

ち、水道事業が防災上の重要度を考慮して優先的に給水を確保するべき施

設として設定した施設をいいます。 

 

上水道事業 

計画給水人口が５,０００人を超え、水道によって水を供給する水道事業の

ことをいいます。 
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小水力発電 

河川や水路、上・工・下水施設の流量と落差を利用した小規模な発電のこ

とをいいます。水道の場合は、減圧弁などを使用して余剰な圧力を開放してい

る箇所に小水力発電設備を設置する例があります。 

 

水管橋 

水道管路が河川等を横断するために架けた橋及び管路のことをいいます。 

 

水質基準 

水道水に関する水質基準としては、厚生労働省が水道法に基づいて規定し

た５１項目の水質基準があります。 

 

水質検査計画 

水道事業者が１年間に行う水質検査の項目や回数、採水場所等をまとめ

た計画のことをいい、水道法により毎年策定することが義務付けられています。 

 

水道事業 

計画給水人口が１００人を超え、水道によって水を供給する事業のことをい

います。 

 

《た行》 

耐震管 

地震による地盤の変動に対して管路の継手が外れないような抜け止め・伸

縮性能を有した管路をいいます。 

 

耐震性貯水槽（循環式貯水槽） 

地震によって給水が停止した場合に備え、水を確保しておく貯水槽のことを

いいます。循環式貯水槽は、貯めておく水を循環させ、常に新しい水を貯めて

おけるため、飲料水として利用できます。  
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着水井 

浄水場へ流入する原水の流入量測定・調整を行うために設ける池または枡

のことをいいます。 

 

直結給水 

需用者の必要とする水量、水圧が確保できる場合に、配水管の圧力を利

用して給水する方式です。配水管圧力だけで末端まで給水する直結直圧式

給水と、給水管途中に増圧設備を挿入して末端までの圧力を高めて給水する

直結増圧式給水があります。 

 

導水管 

深井戸（取水施設）から取水した水を浄水場（浄水施設）まで送るのに使用

する管路をいいます。 

 

《は行》 

配水管 

浄配水場から各家庭まで配水するのに使用している管路の内、水道事業で

管理している管路をいいます。 

 

深井戸 

地層によって圧力がかかっている地下水を取水する井戸をいい、井戸の深

さによって区分されるものではありません。 

 

法定耐用年数 

地方公営企業法により定められた有形固定資産の減価償却期間のことを

いいます。有形固定資産が使用不可能になるまでの期間と必ずしも一致はし

ません。 
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《ま行》 

末端自動水質監視装置 

配水池から遠い末端での水質を常時モニタリングするための装置で、本市で

は４箇所に設置して、水圧、残留塩素濃度、色度（色）、濁度（濁り）の４項目

を監視しています。 

 

マンガン (Mn) 

自然界に存在する金属の一種です。水道においては地質由来の成分として

井戸から汲み上げた水に含まれていることがあり、水質基準において濃度の基

準値が定められています。酸化されたマンガンが水中に多く含まれていると水を

黒く着色することがあります。 

 

水安全計画 

水質食品製造分野で確立されている HACCP(Hazard Analysis and Critical 

Control Point)の考え方を導入し、水源から給水栓に至るすべての段階でリス

クの評価と管理を行い、安全な水の供給を確実にする水道システムを構築す

る手法です。 

 

《ら行》 

ろ水機 

本市の自己水源（地下水）に含まれる、鉄分とマンガンを除去するための浄

水設備です。内部に砂が入っていて、この設備で地下水をろ過して鉄分とマン

ガンを除去し、透明な水にします。 

 

《わ行》 

ワンストップ化 

様々な手続きを一度にまとめて行えるようにする窓口の一元化のことをいい

ます。 
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